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内閣府 (防災担当)

文部科学省 生涯学習政策局

国土交通省 河川局

地域における防災に係る教育・啓発活動の推進について
― 内閣府、文部科学省、国土交通省の連携 ―

１ 趣旨

近年の相次ぐ台風の上陸などによる度重なる豪雨の発生、新潟県中越地震など、

全国各地で大きな被害が発生し、改めて日頃からの「備え」の重要性が、国民の関

心事となっている。我が国の災害は、洪水、土砂災害、地震、噴火、雪害、高潮、

津波等自然災害の種類が多様で、繰り返して発生し、しかも発生回数が多く、全国

どこでも発生の可能性がある。

災害による被害を軽減するためには、災害の教訓を学び、地域コミュニティや国

民の一人ひとりが、緊急時に主体的に行動を起こせるよう、各種災害の性格とその

危険性を知り、災害時にとるべき行動を知識として身につけておくとともに、平時

における備えを万全とするよう防災に関する教育・啓発活動を推進していくことが

重要である。このため、内閣府、文部科学省及び国土交通省が連携して、公民館等

の社会教育施設等を活用した防災教育活動を支援していく。

２ 内容

（１）公民館などの社会教育施設等における防災に関する学習講座等の実施にあたっ

て、内閣府及び国土交通省又は関係団体から講師を派遣（出前講座）するとと

もに、各種情報提供

（２）公民館や図書館など社会教育施設等において、防災に関するパンフレット等

や広報用ＤＶＤ・ビデオの配布、貸し出し

３ 日程

内閣府政策統括官（防災担当 、文部科学省生涯学習政策局長及び国土交通省河）

川局長の連名で、各都道府県・政令指定都市教育委員会教育長に対して、10月24日

付けで通知を発出します。

＜連絡先・問合せ先＞
内閣府政策統括官（防災担当）付
災害予防担当参事官付補佐 渡部 元

同主査 金沢 早智子
TEL：03-3503-9394（直通） FAX：03-3597-9091
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○　世界に占める日本の災害発生等割合
　Ｍ６以上の地震回数　２２．２％
活火山数 　　　 　７．１％
死者数 　　　　　 ０．４％
災害被害額 　 １６．７％
国土面積 　 ０．２５％

○　平成１６年の主な自然災害
・台風１０個が上陸
　　 （堤防決壊、土砂災害、高波、高潮）
　　　　死者・不明者230名以上
・有感地震2,234回　新潟県中越地震での死者46名
・浅間山など６火山で噴火を観測
・北海道、東北、北陸等で雪害　　　 死者88名

地
域
特
性
を
踏
ま
え
た
防
災
教
育
が
重
要

関係団体



写
府政防第８８０号

１７文科生第３９４号

国 河 災 第 １ ８ 号

平成１７年10月24日

各都道府県・政令指定都市教育委員会教育長 殿

内閣府政策統括官（防災担当） 榊 正 剛

文部科学省生涯学習政策局長 田 中 壮一郎

国土交通省河川局長 渡 辺 和 足

地域における防災に係る教育・啓発活動の推進について（通知）

近年の相次ぐ台風の上陸などによる度重なる豪雨や新潟県中越地震などにより、全

国各地で大きな被害が発生し、改めて日頃からの「備え」の重要性が、国民の関心事

となっています。我が国の災害は、洪水、土砂災害、地震、噴火、雪害、高潮、津波

等自然災害の種類が多様で、繰り返して発生し、しかも発生回数が多く、全国どこで

も発生の可能性があります。

このため、災害による被害を軽減するには、災害の教訓を学び、地域コミュニティ

や国民の一人ひとりが、緊急時に主体的に行動を起こせるよう、各種災害の性格とそ

の危険性を知り、災害時にとるべき行動を知識として身につけておくとともに、平時

における備えを万全とするよう防災に関する教育・啓発活動を推進していくことが重

要となります。



、 、 、このような状況にかんがみ 内閣府 文部科学省及び国土交通省が連携・協力して

地域における防災に関する教育・活動を推進していくこととしました。貴教育委員会

におかれては、地域住民の防災等に関する意識の向上、理解の増進に果たす社会教育

の役割を十分ご認識頂き、下記の項目について、貴教育委員会内及び所管の施設並び

に域内の市町村教育委員会への周知及びご協力方よろしくお願いします。

記

１ 社会教育施設等における防災教育への積極的取組み及び講座等の実施に当たって

の講師派遣

今日における防災教育の重要性にかんがみ、社会教育施設等において、防災に関

する講座等について、首長部局等との連携も視野に入れつつ、積極的な取組みをお

願いします。

なお、社会教育施設等で、防災に関する講座等の実施を希望する場合、別紙で紹

、 。 、介している窓口に対して 講師の派遣や講座内容について相談願います その場合

内閣府及び国土交通省は、各社会教育施設等からの講師の派遣要請に対して、最大

限の協力を行います。

２ 社会教育施設等におけるパンフレット等の備え付け

内閣府，国土交通省又は関係団体から、各教育委員会又は社会教育施設等に対し

て、防災に関するパンフレット等の備え付けの依頼があった場合は、ご協力願いま

す。

また、社会教育施設等において防災に関するパンフレット、ビデオ教材等が必要

な場合は、別紙で紹介している窓口にお問い合わせ願います。

、 。本件に関してご不明の点等がございましたら 次の連絡先までお問い合わせ下さい

【本件連絡先】

内閣府政策統括官（防災担当）付災害予防担当

〒100-8969 東京都千代田区霞が関１－２－２

TEL 03-3501-6996(直通) FAX 03-3597-9091

文部科学省生涯学習政策局社会教育課企画調査係

〒100-8959 東京都千代田区丸の内２－５－１

TEL 03-6734-3284(直通) FAX 03-6734-3718

国土交通省河川局防災課災害対策室

〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－３

TEL 03-5253-8461(直通) FAX 03-5253-1607



別 紙

【内閣府】

「みんなで防災」ホームページ（http://www.bousai.go.jp/minna/）では、防災

についての情報ノウハウを紹介していますので、ご参照下さい。

【国土交通省】

国土交通省防災教育支援ホームページ（http://www.mlit.go.jp/bosai/educatio

n/index.htm）をご参照の上、各講座等毎のお問い合わせ先までご相談ください。


